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島根県消費生活条例施行規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義
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島根県消費生活条例施行規則

島根県消費者保護条例施行規則（昭和��年島根県規則第��号）の全部を改正する。
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	 規則の概要

� 題名の改正

� 消費生活審議会に、次に掲げる事務をつかさどるため苦情処理部会を設置すること及びその組織、会

議等について定めることとした。（第��条・第
�条関係）

ア 消費者の苦情に関し知事の求めに応じ専門的かつ公正な立場からあっせん等を行うこと。

イ 消費者が事業者を相手に提起する訴訟の援助に関する事項を調査審議すること。

� 知事への申出に係る様式を定めることとした。（第
�条・様式第�号関係）

� 島根県消費生活条例に基づいて事業者名等を公表する場合における公表に係る事業者に対する意見を

述べる機会の付与の方法、代理人の選任等必要な手続を定めることとした。（第
�条－第��条関係）


 施行期日

平成��年��月	日から施行することとした。
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島根県消費生活条例施行規則 （環境生活総務課）
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改 正 前 改 正 後

島根県消費者保護条例施行規則 島根県消費生活条例施行規則
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附則

第�章 総則

（趣旨）

��� この規則は、島根県消費生活条例（平成��年島根県条例第��号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事

項を定めるものとする。

第�章 表示の適正化

（自動販売機等の表示事項）

��� 条例第��条の規定により自動販売機等に表示しなければならない事項は、管理者の住所、氏名又は名称及び電話

番号とする。

第�章 消費者訴訟費用の援助

（消費者訴訟の援助の対象者）

��� 条例第�	条の規定により、訴訟の援助を受けることができる者は、県内に住所を有する者に限るものとする。

（貸付けの範囲及び額）

��� 条例第�	条に規定する訴訟費用に充てる資金（以下「資金」という。）の額は、次に掲げる費用を基準とし、知

事が定める額とする。

� 民事訴訟費用等に関する法律（昭和�
年法律第��号）第�章の規定により裁判所に納める費用

� 訴訟代理人に支払う報酬等

� その他訴訟に要する費用で知事が特に必要と認めるもの

� 貸付金は、無利息とする。

（�件当たりの被害額）

��� 条例第�	条第�号に規定する額は、��万円とする。

（貸付けの申請）

��� 資金の貸付けを受けようとする者は、訴訟を提起する前に消費者訴訟資金貸付申請書（様式第�号）を知事に提

出しなければならない。

（貸付けの決定）

�	� 知事は、前条に規定する消費者訴訟資金貸付申請書を受理したときは、当該申請に係る書類の審査及び調査を行

い、当該申請に係る訴訟が条例第�	条各号に掲げる要件に該当していると認めるときは、資金の貸付けを決定し、申請

者に通知するものとする。

� 知事は、資金の貸付けを決定する場合には、資金の貸付けに係る必要な条件を付することができる。

（請求書等の提出）

�
� 前条第�項の規定により資金の貸付けの決定通知を受けた者は、消費者訴訟資金貸付請求書（様式第�号）を知

事に提出しなければならない。

� 前項の規定により貸付金の交付を受けたときは、直ちに消費者訴訟資金借用書（様式第�号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（資金の変更）

��� 資金の貸付けを受けた者（訴訟に承継があった場合にあっては、当該訴訟を承継した者。以下「借受者」とい

う。）は、上訴その他やむを得ない理由により、既に交付を受けた資金の変更の必要を生じたときは、消費者訴訟資金

貸付変更申請書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

� 前項の規定による申請の手続については、前�条の規定を準用する。

（貸付けの決定の取消し等）

��
� 知事は、借受者が次の各号のいずれかに該当するときは、貸付金の貸付けの決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。

� 貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用したとき。

号外第	�号 平成��年
月��日(�)
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� 第�条第�項の規定による貸付けの条件に違反したとき。

� 虚偽の申請その他の不正な手段により資金の貸付けを受けたとき。

� 知事は、前項の規定により貸付金の貸付けの決定を取り消した場合においては、期限を定めて貸付金を返還させるも

のとする。

（貸付金の返還）

���� 借受者は、訴訟が終了したときは、その終了の日の翌日から起算して��日以内に借り受けた資金の全額を県に返

還しなければならない。

（貸付金の返還の免除）

���� 条例第��条第�項の規定により貸付金の返還を免除することができる場合は、次の各号のいずれかに該当すると

きとする。

� 訴訟の結果貸付金に相当する額の金銭を得ることができなかったとき。

� 借受者が死亡した場合において、当該訴訟を承継する者がいないとき。

� その他知事が特に必要があると認めるとき。

� 条例第��条第�項の規定による貸付金の返還の免除を受けようとする借受者は、消費者訴訟資金返還免除申請書（様

式第�号）を知事に提出しなければならない。ただし、前項第�号に掲げる場合に該当するときは、この限りでない。

� 知事は、前項に規定する消費者訴訟資金返還免除申請書を受理した場合において、その内容を審査し、適正と認める

ときは、借受者に通知するものとする。

（貸付金の返還の猶予）

���� 条例第��条第�項の規定により貸付金の返還を猶予することができる場合は、借受者が災害、疾病その他のやむ

を得ない理由により貸付金を第��条に規定する期限までに返還することが著しく困難であると認められるときとする。

� 条例第��条第�項の規定により貸付金の返還の猶予を受けようとする借受者は、消費者訴訟資金返還猶予申請書（様

式第	号）を知事に提出しなければならない。

� 知事は、前項に規定する消費者訴訟資金返還猶予申請書を受理した場合において、その内容を審査し、適正と認める

ときは、返還の猶予及び期間を決定し、借受者に通知するものとする。

（延滞金）

���� 借受者は、貸付金を返還期日までに返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還した日までの日数

に応じ、その返還しなかった額につき年�
��パーセントの割合で計算した延滞金を県に納めなければならない。ただ

し、その金額が��円未満であるときは、この限りでない。

（届出事項）

���� 借受者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なくその旨を知事に届け出なければならない。

� 訴訟を提起したとき。

� 訴訟に承継があったとき。

� 借受者又は訴訟代理人の住所又は氏名に変更があったとき。

� 訴訟に係る請求の趣旨を変更したとき。

� 訴訟が終了したとき。

� 借受者の相続人は、借受者が死亡したときは、速やかに、その旨を知事に届け出なければならない。

第�章 島根県消費生活審議会

（組織）

���� 島根県消費生活審議会（以下「審議会」という。）の委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する委員�
人

以内をもって組織する。

� 消費者を代表する者

� 事業者を代表する者

� 学識経験を有する者

号外第��号 平成��年�月��日 (�)
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（任期）

���� 委員の任期は、�年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

� 委員は、再任されることができる。

（会長）

���� 審議会に会長を置く。

� 会長は、委員の互選により定める。

� 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

� 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（苦情処理部会）

���� 審議会に苦情処理部会を置く。

� 苦情処理部会は、審議会の所掌事務のうち、次に掲げる事務をつかさどる。

� 条例第��条第�項の規定によるあっせん等を行うこと。

� 消費者が事業者に対して提起する訴訟の援助に関する事項を調査審議すること。

� 苦情処理部会は、審議会の委員のうちから、会長が指名する委員�人以内をもって組織する。

� 苦情処理部会に部会長を置き、当該苦情処理部会に属する委員の互選により定める。

� 部会長は、苦情処理部会の事務を掌理する。

� 部会長に事故があるときは、当該苦情処理部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する委員が、その職

務を代理する。

	 審議会は、その定めるところにより、苦情処理部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。

（会議）

���� 審議会の会議は、会長が招集する。

� 会長は、審議会の会議の議長となる。

� 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

� 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

� 前各号の規定は、苦情処理部会の会議に準用する。

（あっせん等）

���� 知事は、消費者の苦情を審議会のあっせん等に付したときは、その旨を苦情の申請者及びその相手方（以下この

条において「申請者等」という。）に通知するものとする。

� 審議会は、調停の場合にあっては、申請者等に調停案を文書で提示することにより調停を行う。

� 調停は、申請者等が前項の規定による調停案に合意し、記名押印したときに成立する。

� 審議会は、申請者等の間に合意が成立する見込みがないと認めたときは、あっせん等を打ち切るものとする。

� 審議会は、前項の規定によりあっせん等を打ち切ったときは、その旨を申請者等に通知するものとする。

� 審議会は、あっせん等が成立したとき、又はあっせん等を打ち切ったときは、その旨を知事に報告するものとする。

（専門委員）

���� 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。

� 専門委員は、審議会が推薦した者について、知事が任命する。

� 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

（庶務）

��	� 審議会の庶務は、環境生活部において処理する。

（委任）

��
� この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

第�章 雑則

（知事への申出）

号外第
�号 平成�
年�月��日(�)
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���� 条例第��条第�項の規定による知事への申出は、申出書（様式第�号）により行うものとする。

（身分証明書）

���� 条例第��条第�項に規定する身分を示す証明書は、様式第�号によるものとする。

（意見陳述の機会の付与）

���� 条例第��条第�項の規定による意見の陳述（以下「意見陳述」という。）は、知事が口頭ですることを認めたと

きを除き、意見を記載した書面（以下「意見書」という。）を提出してするものとする。

� 意見陳述をするときは、証拠書類等を提出することができる。

（意見陳述の機会の付与の通知）

���� 知事は、意見書の提出期限（口頭による意見陳述の機会の付与を行う場合には、その日時）までに相当な期間を

おいて、公表に係る事業者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。

� 予定される公表の内容及び根拠となる条例等の条項

� 公表の原因となる事実

� 意見陳述の方法

� 意見書の提出先及び提出期限（口頭による意見陳述の機会の付与を行う場合には、その日時及び場所）

� 知事は、当該事業者の所在が判明しない場合においては、前項の規定による通知を、その者の氏名又は名称、同項第

	号及び第
号に掲げる事項並びに知事が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨を島根

県庁の掲示場に掲示することによって行うことができる。この場合においては、掲示を始めた日から�週間を経過した

ときに、当該通知がその者に到達したものとみなす。

（代理人）

���� 前条第�項の通知を受けた者（同条第�項の規定により当該通知が到達したものとみなされる者を含む。以下

「当事者」という。）は、代理人を選任することができる。

� 代理人は、各自、当事者のために、意見陳述の機会に関する一切の行為をすることができる。

	 代理人の資格は、書面で証明しなければならない。


 代理人がその資格を失ったときは、当該代理人を選任した当事者は、書面でその旨を知事に届け出なければならな

い。

（意見陳述の機会の期日又は場所の変更）

�	
� 当事者又はその代理人は、疾病その他やむを得ない理由があるときは、知事に対し、意見書の提出期限の延長又

は出頭すべき日時若しくは場所の変更を申し出ることができる。

� 知事は、前項の規定による申出又は職権により、意見書の提出期限又は出頭すべき日時若しくは場所を変更すること

ができる。

（口頭による意見陳述の録取）

�	�� 知事は、口頭による意見陳述を認めたときは、その指名する職員に意見を録取させなければならない。

（意見陳述録取書）

�	�� 前条の規定により意見陳述を録取する者（この条において「意見録取者」という。）は、当事者又はその代理人

が口頭による意見陳述をしたときは、次に掲げる事項を記載した書面（以下「意見陳述録取書」という。）を作成し、

これを当事者又はその代理人に確認し、意見陳述録取書に署名押印するよう求めなければならない。この場合におい

て、当事者又はその代理人が署名押印を拒否したときは、意見録取者は、その旨を意見陳述録取書に記載しなければな

らない。

� 意見陳述の件名

� 意見陳述の日時及び場所

� 意見録取者の職名及び氏名

� 意見陳述に出頭した当事者及びその代理人の氏名及び住所

� 当事者及びその代理人の意見陳述の要旨

号外第��号 平成
�年�月��日 (�)
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� 証拠書類等が提出された場合にはその標目

� その他参考となるべき事項

（意見書の不提出等）

���� 知事は、当事者又はその代理人が、正当な理由なく、提出期限までに意見書を提出しない場合又は意見陳述の期

日に出頭しない場合には、改めて意見陳述の機会の付与を行うことを要しない。

（委任）

���� この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

号外第��号 平成��年�月��日(	)



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住 所

申請者 氏 名
ふ り が な

�

電話番号

消 費 者 訴 訟 資 金 貸 付 申 請 書

次のとおり資金の貸付けを受けたいので、関係書類を添えて申請します。

添付書類

	 住民票の写し


 	件当たりの被害額が��万円以下であることを証する書類

（注） ※印欄は、記入しないこと。

訴訟の種類及び被害

額
訴訟費用総額 円

貸 付 申 請 額 円
内

訳

	 裁判所に納める費用 円


 訴訟代理人報酬等 円

� その他（ ） 円

訴
訟
代
理
人

住 所

氏 名
ふ り が な

電話番号

共同して訴訟を提起しようとする者の人数 人（申請者を含む。）

提起しようとする裁

判所及び年月日

裁判所

年 月 日

相

手

方

氏名（名称） 氏名（名称）

住所（所在地） 住所（所在地）

代 表 者 氏 名 代 表 者 氏 名

被害の状況

※

決

定

貸 付 決 定 額 円 貸付決定番号 第 号

貸付決定年月日 年 月 日 否 決・取 下 げ 年 月 日



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

�����（第	条関係）

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

消 費 者 訴 訟 資 金 貸 付 請 求 書

年 月 日付け 第 号で貸付決定の通知を受けた資金を次のとおり請求します。

請求金額 円



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

借受者
住 所

氏 名 �

消 費 者 訴 訟 資 金 借 用 書

消費者訴訟資金として、次のとおり確かに借用しました。

訴訟が終了したときは、島根県消費生活条例及び島根県消費生活条例施行規則の定めるところにより遅滞なく返還

します。

借 受 金 額 円

貸 付 決 定

年 月 日 年 月 日

番 号 第 号



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

消 費 者 訴 訟 資 金 貸 付 変 更 申 請 書

次のとおり資金の貸付変更を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

添付書類 島根県消費生活条例施行規則第�条第�項に該当することを証する書類

（注） ※印欄は、記入しないこと。

貸 付 変 更 申 請 額 円 既 借 受 額 円

訴訟に要する費用の区分 所 要 見 込 額 既 支 払 額 今 回 申 請 額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

計 円 円 円

変更の理由

※

決

定

貸 付 変 更 決 定 額 円 貸 付 変 更 決 定 番 号 第 号

貸付変更決定年月日 年 月 日 否決・取下げ 年 月 日



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

消 費 者 訴 訟 資 金 返 還 免 除 申 請 書

次のとおり貸付金の返還の免除を受けたいので、申請します。

添付書類

	 島根県消費生活条例施行規則第��条第	項各号に該当することを証する書類


 訴訟に要した費用の支出明細書

（注） ※印欄は、記入しないこと。

借 受 金 額 円 返 還 免 除 申 請 額 円

訴訟の終了により相手方から得られることとなった金銭等の額又は価額 円

上
記
の
額
又
は
価
額
の
内
訳

金 額 相 手 方
理由（判決、
和解等）

支払期限等

円

氏 名 （ 名 称 ）

住 所 （ 所 在 地 ）

代 表 者 氏 名

円

氏 名 （ 名 称 ）

住 所 （ 所 在 地 ）

代 表 者 氏 名

申請の理由

※

決

定

返 還 免 除 額 円 摘要

返 還 免 除 決 定 番 号 第 号

返 還 免 除 決 定 年 月 日 年 月 日

否 決 ・ 取 下 げ 年 月 日



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

申請者
住 所

氏 名 �

消 費 者 訴 訟 資 金 返 還 猶 予 申 請 書

次のとおり貸付金の返還の猶予を受けたいので、申請します。

添付書類 島根県消費生活条例施行規則第��条第	項に該当することを証する書類

（注） ※印欄は、記入しないこと。

借 受 金 額 円 返 還 猶 予 申 請 額 円

返 還 期 限 年 月 日 返 還 予 定 年 月 日 年 月 日

申請の理由

※

決

定

返 還 猶 予 決 定 額 円 摘要

返 還 猶 予 期 限 年 月 日

返 還 猶 予 決 定 番 号 第 号

返 還 猶 予 決 定 年 月 日 年 月 日

否 決 ・ 取 下 げ 年 月 日



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住 所

申出者 氏 名

電話番号

申 出 書

島根県消費生活条例第�	条第
項の規定により、下記のとおり申し出ます。

記


 申出の趣旨

� 求める措置の内容

� 添付する資料がある場合は、当該資料の名称


 その他参考となる事項



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ��	��円

（送料共)

島 根 県 報号外第
�号 平成��年�月��日(�	)

�����（第��条関係）

（表面）

（裏面）

備考 大きさは縦
センチメートル、横�センチメートルとし、はり付ける写真は縦�センチメートル、横�セン

チメートルとする。

第 号

身 分 証 明 書

所 属

職 名

氏 名

上記の者は、島根県消費生活条例（平成��年島根県条例第	�号）第

��条第�項の規定により立入検査等を行う職員であることを証明す

る。

年 月 日発行

島根県知事 印

（写 真）

押出
スタンプ

島根県消費生活条例（平成��年島根県条例第	�号）抜すい

（危害に関する調査）

���� 知事は、事業者の供給する商品等が、消費者の生命、身体又は財産に関し、安全性に疑いがあると認め

るときは、当該商品等の製造、加工、販売等に関し、当該事業者から資料の提出を求め、又は説明を聴くとと

もに調査を行うものとする。

（不当な取引行為に関する調査）

��	� 知事は、事業者が不当な取引行為を行っている疑いがあると認めるときは、当該事業者が消費者との間

で行う商品等の取引の実態等について必要な調査を行うことができる。

（特別生活関連物資の指定等）

�

� 〔略〕

� 知事は、〔略〕特別生活関連物資〔略〕について、供給不足又は価格の上昇の原因に関し、直ちに調査を行

うものとする。

（立入検査等）

���� 知事は、第��条第�項、第��条又は第��条第�項に規定する調査を行うときは、必要な限度において、

事業者に対し、報告を求め、又はその職員に、当該事業者の事務所、工場、事業所、店舗、倉庫その他の場所

に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

� 前項の規定により、職員が立入検査又は質問を行うときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

しなければならない。

� 第�項に規定する立入検査又は質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。


